
FP語呂合わせ

§ 項目 キーワード 語呂合わせ 意味

金融資産運用設計 貯蓄金融商品 全期間または一定期間換金不可 外金ビワは換金不可 外貨定期預金、金貯蓄口座、ワイド、ビッグは、（全期間または一定期間）換金できない

単利 大口ニュースーパーは変で短気 大口定期預金、スーパー定期預金、ニュー定期預金、変動金利定期預金には、単利がある

固定金利 大口ニュースーパーの期日はわりと低調で固定スーパー定期、大口定期、期日指定定期、ニュー定期、定額貯金、、ワイド、利付金融債は、固定金利

預入期間（ニュー定期、定額貯金） 入試低調（ニュー４、定１０） 預入期間は、ニュー定期が4年以内、定額貯金は10年以内

ヒット、スーパーヒットの元本補填 元木がヒットする保証は無い ヒット、スーパーヒットに元本補填契約は無い

満期時一括課税のもの 万一のためにビワの木を進呈 満期時一括課税のものは、ビッグ、ワイド、期日指定定期預金、ニュー定期、定額貯金

非課税貯蓄制度 特別マル優 特別は、国公地 特別マル優は、国債、公募地方債

財形住宅融資 住宅融資は四川省 財形住宅融資は、貯蓄残高の10倍以内で4000万まで

財形教育融資 教育勅語は死後 財形教育融資は、5倍以内で450万まで

積立貯蓄商品 住宅債券積立制度 つみたてくんは利息に雑 住宅債券積立制度は利息相当分は雑所得として総合課税

債権等 債券の償還差損益と売却益 商売雑費 債券の償還差損益と売却益は、それぞれ雑所得と非課税

株式 株式ミニ投資の受渡し日 ファイブミニ 株式ミニ投資は5営業日目

上場株式等の配当に関する課税 廃止（配４） 上場株式等の配当に関する課税は、平成20年4月から20%

株式譲渡に対する課税 譲１ 株式譲渡に対する課税は、平成20年1月から20%

転換社債 転換株数の式 天かすは、ソーメンの天下 転換株数は、総額額面／転換価格

パリティの式 パリッと凍天、株転 パリティは株価／転換価格×１００

パリティかい離率 天ぷらパリパリ パリティかい離率は、（転換社債時価ーパリティ）／パリティ

不動産 不動産の取引 公定報酬限度額 ３６協定 宅地建物取引業法に基づく公定報酬限度額は、売買代金×3％＋6万円

行政法規の基礎知識 第２種低層住居の用途制限 ２種兼でイチゴOK 用途地域内の建築物の用途制限は、第２種低層住居は150㎡以内の店舗はOK

容積率 始終夢中は１２未満 容積率は、住居系が道路幅の4/10、非住居系が6/10の制限が、前面道路幅が１２ｍ未満の場合ある

取得と税金 不動産取得税の控除 お父さん取得で、小西さん人に二重丸 不動産取得税は、住宅床面積50㎡～240㎡で1200万円まで控除

保有と税金 固定資産税、住宅用地に対する課税標準の特例こけしさん、重要なのはいろいろ2重丸 固定資産税、住宅用地の１／６は２００㎡迄（住宅用地に対する課税標準の特例）

譲渡・交換と税金 不動産の長期譲渡所得の特別控除 ふどう山の頂上は１００ 不動産の長期譲渡所得は100万円の特別控除

居住用財産を譲渡した場合の特例 三全のナシの菓子は無し ３０００万円の特別控除は、所有期間制限なし、居住期間制限なし（居住用財産を譲渡した場合の特例）

譲渡損失の繰越控除制度 三全の所得制限 譲渡損失の繰越控除制度は、3000万円の所得制限がある

特定居住用財産の買換え特例 買換は、店長１０畳で綿羊ゴニャゴニャ 所有期間１０年超、居住期間１０年以上で、面積要件は５０㎡～280㎡（特定居住用財産の買換え特例）

相続等取得の居住用財産の買換え特例 相続買換えは、店長３０畳で綿羊なし 所有期間１０年超、居住期間３０年以上で、面積要件はなし（相続等取得の居住用財産の買換え特例）

ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ キャッシュフローマネジメントの基礎 可処分所得 住所者（住所社） 可処分所得＝年収ー（住民税＋所得税＋社会保険料）

教育資金設計 教育ローンの一般貸付、年収制限 教育ローンは９９７７ 教育ローンの一般貸付、年収制限は990万、770万

社会保険の概要・公的医療制度の体系 老人保健の年齢、1割負担の年齢 老後はなごむ（75）、なんと(70)1割 老人保健は75歳以上で、1割負担は70歳以上

健康保険 保険料の算定対象、適用期間 算定は、しごろっく（４５６９） 保険料の算定対象は、４．５．６月で、適用期間は9月から

一般の高額療養費の自己負担限度額 匂いいいね。何さ。 一般の高額療養費の自己負担限度額は、（医療費－241000円）×1%＋72300円

出産手当金の期間 出産児には、ムームーヤーヤー 出産手当金は、分娩以前6週間から分娩後8週間まで
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雇用保険 雇用保険制度の三事業 安定・開発・福祉の花の図 雇用保険制度の三事業は、雇用安定事業、能力開発事業、雇用福祉事業

一般求職者給付の給付率 60未満はゴーヤを給付 一般求職者給付の給付率は、50～80%

教育訓練給付の条件 教育訓練ゴシゴシにじゅう 教育訓練給付は、加入期間5年以上の場合、給付率4割、上限20万円

老齢給付 老齢基礎年金 泣くな（797） 老齢基礎年金は、満額で797000円（平成15年度価格）

特別支給の老齢厚生年金60歳支給 男子は重労働（16） 特別支給の老齢厚生年金60歳支給は男子S16.4.1以前生まれまで

老齢厚生年金65歳支給 女子は良い(41) 老齢厚生年金65歳支給は女子がS41.4.2以降生まれから

遺族給付 遺族基礎年金の子の加算額 子の加算はニンニクさ 遺族基礎年金の子の加算額は一人229300円（797000＋子の加算額、子は18まで）

寡婦年金の支給額 寡婦がミシン 寡婦年金の支給額は、夫の老齢基礎年金の額×３／４（妻が６０～６５まで）

遺族厚生年金の受給権者等の中高齢の寡婦加算中高齢寡婦はコックなどやれ 遺族厚生年金の受給権者等の中高齢の寡婦加算は、597800円

リスクと保険 生命保険契約 契約日（≒責任開始日）の条件 申告払い 契約日（≒責任開始日）は、申込み、告知、第1回保険料払込全てが完了することが条件

タックスプランニング 税制概要 国税の4種 国税は財収昇竜 国税は、財産税、収得税、消費税、流通税の4種

所得税に関する基礎知識 申告分離課税となるもの 退散ジョーで、申告分離 退職所得、山林所得、譲渡所得（不動産等）は、申告分離課税

退職所得控除額（20年以下） 太閤は、20以下では始終野獣(40,80) 退職所得控除額は、20年以下で、勤続年数×40万（最低80万）

退職所得控除額（20年以上） 太閤は、20以上では何と野獣々(70,800) 退職所得控除額は、20年以上で、（勤続年数－20年）×70万＋800万

住宅借入金等特別控除制度の所得制限 重工（住控）は三菱は3000万 住宅借入金等特別控除制度（住宅ローン控除）の所得制限は3000万以下

青色申告の承認申請日 青申にいさん（2,3) 青色申告の承認申請は、個人が2ヶ月以内（3/15以降の場合）、法人が3ヶ月を経過した日

確定申告と納税 確定申告必要な給与所得者 確定申告（４×５）、しご２０ 給与の収入金額2000万超、給与所得以外の所得金額が20万超の場合、確定申告必要

準確定申告 死亡のし（４） 納税者が死亡した場合の確定申告（準確定申告）は、相続のあったことを知った日から4ヶ月以内

地方税 個人事業税の事業主控除 事業は肉屋(290） 個人事業税の事業主控除は、290万円

相続事業承継設計 相続のしくみ 相続の承認または放棄の期限 想像（相３）しよう 相続人は相続を知った日から3ヶ月以内に相続の承認または放棄をしなければならない

贈与税 贈与税の基礎控除額 百獣のゾウ 贈与税の基礎控除は１１０万

配偶者への居住用財産贈与の特例 はい重要（配住与）、2000札は20年
配偶者への居住用財産贈与の特例は、基礎控除110万の他に最高2000万まで控除、婚姻期間は20年以上のこ
と

住宅取得資金の贈与の特例 住資は１５、５分５乗 住宅取得資金の贈与の特例は、1500万まで５分５乗方式で計算

贈与の課税価格、一連の特例 1500-2000-2500-3500
贈与の課税価格の特例は、住資1500万、配住与2000万、相続2500万、住相続3500万がある（順に住宅取得資
金贈与の特例、配偶者への居住用財産贈与の特例、相続時生産課税制度、住宅取得資金贈与の場合の相続
時生産課税の特例）

相続財産評価 小規模宅地等の評価減の特例 居住用は八さん２４（はちさん２４） 小規模宅地等の評価減の特例で特定居住用宅地は、減額割合80%、対象面積240㎡迄

事業用ははしご４０（はちご４０） 小規模宅地等の評価減の特例で特定事業用宅地等は、減額割合80%、対象面積400㎡迄

貸付はゴシゴシ２０（ごし２０） 小規模宅地等の評価減の特例で不動産貸付用宅地等は、減額割合50%、対象面積200㎡迄

自社株式の評価 株価の配当還元価額 配管で、年配と額面当たってご免なさい 株価の配当還元価額は、年配当額×1株当額面金額／５


